
貸 借 対 照 表
（2025年２月28日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 5,111 流動負債 3,071

現 金 及 び 預 金 1,961 買 掛 金 194
売 掛 金 289 電 子 記 録 債 務 2,227
商 品 2,669 未 払 金 36
前 払 費 用 127 未 払 法 人 税 等 117
そ の 他 62 未 払 費 用 336

固定資産 2,192 預 り 金 7
有形固定資産 301 賞 与 引 当 金 21

建 物 199 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 17
構 築 物 0 リ ー ス 債 務 15
器 具 備 品 32 資 産 除 去 債 務 28
リ ー ス 資 産 1 そ の 他 67
車 両 運 搬 具 0 固定負債 2,997
土 地 67 長 期 借 入 金 900

無形固定資産 106 退 職 給 付 引 当 金 1,486
借 地 権 106 転 貸 損 失 引 当 金 7

投資その他の資産 1,785 長 期 リ ー ス 債 務 13
長 期 前 払 費 用 17 長 期 預 り 保 証 金 97
敷 金 及 び 保 証 金 1,769 資 産 除 去 債 務 480
そ の 他 9 繰 延 税 金 負 債 10
貸 倒 引 当 金 △10 負 債 合 計 6,069

純 資 産 の 部
株主資本 1,234

資本金 100
資本剰余金 4,898

そ の 他 資 本 剰 余 金 4,898
利益剰余金 △3,683
そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,683

固定資産圧縮積立金 25
繰 越 利 益 剰 余 金 △3,708

自己株式 △80
純 資 産 合 計 1,234

資 産 合 計 7,303 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,303
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 13,119

売上原価 6,893

売上総利益 6,225

販売費及び一般管理費 7,439

営業損失 1,213

営業外収益

受取利息及び配当金 0

受取家賃 182

受取手数料 13

その他 23 220

営業外費用

支払利息 7

店舗賃貸費用 154

その他 6 168

経常損失 1,161

特別利益

固定資産売却益 4 4

特別損失

固定資産除却損 0

店舗解約に伴う損失金 14

減損損失 166

店舗閉鎖損失引当金繰入額 17

リース解約損 11 210

税引前当期純損失 1,367

法人税、住民税及び事業税 117

法人税等調整額 △12 104

当期純損失 1,472

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

2024年３月１日残高 100 4,898 4,898

事業年度中の変動額

自己株式の 取得 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

当期純損失(△ ) － － －

事業年度中の変動額合計 － － －

2025年２月28日残高 100 4,898 4,898

株 主 資 本

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

2024年３月１日残高 25 △2,236 △2,210

事業年度中の変動額

自 己 株 式 の 取 得 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 －

当期純損失 (△ ) － △1,472 △1,472

事業年度中の変動額合計 △0 △1,472 △1,472

2025年２月28日残高 25 △3,708 △3,683

株 主 資 本
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計

2024年３月１日残高 △80 2,707 2,707

事業年度中の変動額

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

当期純損失 (△ ) － △1,472 △1,472

事業年度中の変動額合計 △0 △1,472 △1,472

2025年２月28日残高 △80 1,234 1,234

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

商 品…… 総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
(リース資産を除く)

……定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物５～34年、構築物10～20年、器具備品５～10年、

車両運搬具４年

無形固定資産
(リース資産を除く)

……自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用
可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

長期前払費用……均等償却しております。

リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が2009年２月28日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞与引当金……従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込
額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金……従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。
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転貸損失引当金……店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期間に発生する損失に備え
るため、転貸を決定した店舗について、支払義務のある賃料
総額から転貸による見込賃料収入総額を控除した金額を計上
しております。

店舗閉鎖損失引当金……店舗の閉鎖による損失に備えるため、損失額を見積計上して
おります。

(4) ヘッジ会計の方法
1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジにつ
いて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・商品輸入による外貨建営業債務及び外貨建予定取引

3）ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。
4）有効性の評価方法

振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しておりま
す。

(5) 収益及び費用の計上基準
商品の販売に係る収益認識

当社の顧客との契約から生じる収益は、主に衣料品事業における商品の店頭
販売によるものであり、これらの商品の販売は顧客に商品を引き渡した時点で
収益を認識しております。また、当社のオンラインショップ等の通信販売にお
ける収益は、商品の出荷から引き渡しまでがごく短期間で行われるため、商品
を出荷した時点で収益を認識しております。

2.会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。
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3.会計上の見積りに関する注記
(1) 商品の評価

(a)当事業年度の計算書類に計上した金額
商品 2,669百万円
商品の簿価の切り下げ額 123百万円

(b)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
商品の評価方法は、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており、期末における正味売却価
額が取得原価よりも下落している場合、当該正味売却価額をもって貸借対照表
価額としております。また、投入から一定期間経過した商品については、期間
の経過とともに収益性が低下するとの仮定に基づき、一定の評価ルールに従い
帳簿価額を切り下げております。
なお、当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受

ける可能性があり、実際の販売実績等が見積りと異なった場合、翌事業年度の
計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 固定資産の減損
(a)当事業年度の計算書類に計上した金額
有形・無形固定資産合計及び

投資その他の資産(注) 422百万円
うち、店舗固定資産 316百万円

減損損失 166百万円

(注) 投資その他の資産のうち、固定資産の減損の対象となるのは長期前払費用
の一部であります。

(b)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、店舗の減損の兆候を把握するにあたり、キャッシュ・フローを生み

出す単位として店舗をグルーピングの最小単位とし、各店舗の営業損益が継続
してマイナスとなる場合等に、減損の兆候があると判断しております。減損の
兆候があると判断した店舗については、割引前将来キャッシュ・フローの総額
と各店舗の固定資産の帳簿価額の比較により減損損失の認識の要否を判定し、
減損損失の認識が必要と判定された店舗については、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を当期の減損損失として計上しております。
なお、当該見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際の回収可能価額が見積りと異なった場合、翌事業年度の
計算書類において、減損損失の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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4. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 2,282百万円

5. 損益計算書に関する注記

該当事項はありません。

6. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

発行済株式

普通株式(株) 15,597,638 － － 15,597,638

自己株式

普通株式(株) 136,207 148 － 136,355

(変動事由の概要)

単元未満株式の買取による増加 148株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

該当事項はありません。

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と

なるもの

該当事項はありません。
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7. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

商品評価損 39百万円

賞与引当金 7百万円
店舗閉鎖損失引当金 6百万円
退職給付引当金 499百万円
転貸損失引当金 2百万円
減価償却超過額 223百万円

資産除去債務 161百万円

繰越欠損金 3,480百万円

その他 54百万円

繰延税金資産小計 4,474百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △3,480百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △986百万円
評価性引当額小計 △4,466百万円
繰延税金資産合計 8百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △12百万円

資産除去債務に対応する有形固定資産 △6百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △18百万円

繰延税金負債の純額 △10百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主要な項目別内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異については、税

引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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8. リースにより使用する固定資産に関する注記

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）リース資産の内容

有形固定資産 主として、店舗におけるプリンタ（器具備品）であります。

（2）リース資産の減価償却方法

個別注記表の1．重要な会計方針に係る事項に関する注記「（2）固定資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

当事業年度
(2025年２月28日)

1年内 7

1年超 1

合 計 8
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9. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針

当社は、資産運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定しており

ます。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、差入先の信用

リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び電子記録債務はそのほとんどが５ヶ月以内の支払

期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

1)信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権、敷金及び保証金について、担当部署が取引先の状況を定

期的にモニタリングし、期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

2)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建金銭債権債務等の為替の変動リスクに関しては、外貨建営業取引に係

る輸入取引の範囲内でデリバティブ取引（為替予約）を利用することによりヘ

ッジしております。デリバティブ取引の実行及び管理は財務・経理部門で行っ

ておりますが、担当役員の承認を得たうえで実行しております。また、財務・

経理部門において、銀行に対して定期的に残高確認を実施し、担当役員が残高

の妥当性を検討しております。なお、相手先の契約不履行によるいわゆる信用

リスクは、ほとんどないと判断しております。

3)資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)

の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま

す。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。該当価額の算定において変動
要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額
が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：百万円）
貸借対照表

計上額
時価 差額

敷金及び保証金 1,769 1,723 △45

資 産 計 1,769 1,723 △45

長期借入金 900 899 △0

長期預り保証金 97 96 △1

負 債 計 997 995 △2

※１ 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「電子記録債務」「未払費用」「未払法
人税等」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,961 － － －

売掛金 289 － － －

敷金及び保証金 202 1,532 28 6

合 計 2,453 1,532 28 6

（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超
10年以内

10年超

長期借入金 － 900 － －

合 計 － 900 － －
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(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応
じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格
により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定係るインプットを用いて算出した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出し

た時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 1,723 － 1,723

資 産 計 － 1,723 － 1,723

長期借入金 － 899 － 899

長期預り保証金 － 96 － 96

負 債 計 － 995 － 995

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

デリバティブ取引
為替予約は、取引先金融機関から提示された価格等によって算定しているため、

その時価をレベル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金、長期預り保証金
敷金及び保証金、長期預り保証金の時価は、与信管理上の信用リスク区分ごと

に、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標をもとに割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。
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10. 賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11. 持分法損益等に関する注記

該当事項はありません。

12. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の

名称

議決権等の所有

(被所有)割合

関 連 当

事 者 と

の関係

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社 ㈱チヨダ —
資 金 の

借入

(注１)

資金の借入 1,200 — —

資金の返済 300 — —

利息の支払 3 — —

親会社

ジーエフ
ホールデ
ィングス
㈱
(注２)

—
債 務 被

保証

(注３)

当社借入に
対する債務
被保証

900 — —

（注）１.㈱チヨダは、当社の株式9,389,880株（議決権比率60.78％）を保有しておりましたがG
Future Fund１号投資事業有限責任組合が実施した株式公開買い付けに応募した結果、2024
年11月19日付で当社の親会社に該当しないこととなりました。

２.上記の取引によりG Future Fund１号投資事業有限責任組合が当社の親会社に該当すること
となりました。
ジーエフホールディングス㈱は、G Future Fund１号投資事業有限責任組合に85.2％を出資
しており当社の親会社に該当することとなりました。

３.当社は、㈱チヨダからの借入に対してジーエフホールディングス㈱より債務保証を受けてお
ります。なお、保証料の支払いは行っておりません。

(2) 当社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(3) 当社と同一の親会社をもつ会社等及び当社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

(4) 当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。
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13. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

金額

メンズトップス 4,372

メンズボトムス 2,672

レディーストップス 2,250

レディースボトムス 1,381

キッズ 1,202

その他 1,239

顧客との契約から生じる収益 13,119

その他の収益 －

外部顧客への売上高 13,119

（2）収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための情報は、個別注記表 １.重要な会計方針に係る事項に関

する注記「（5）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等
契約資産、契約負債はありません。また、過去の期間に充足した履行義務から、

当事業年度に認識した収益はありません。
②残存履行義務に配分された取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。

14. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 79円84銭

(2) １株当たり当期純損失 95円25銭
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15. 重要な後発事象に関する注記

(1)第三者割当による新株予約権の発行

当社は、2025年１月10日開催の取締役会において、下記のとおり、第９回新株予

約権及び第10回新株予約権の発行を決議し、2025年３月３日に本新株予約権の発

行価額の総額の払込が完了しました。

① 割当日 2025年３月３日

② 発行新株予約権数
100,000個

第９回新株予約権：70,000個
第10回新株予約権：30,000個

③ 発行価額
第９回新株予約権:１個当たり80円
第10回新株予約権:１個当たり44 円

④ 当該発行による潜在株式数

潜在株式数：合計10,000,000株（新株予約権１個につき100株）
第９回新株予約権：7,000,000株
第10回新株予約権：3,000,000株
本新株予約権についてはいずれも上限行使価額はありません。
本新株予約権の下限行使価額は111円としますが、下限行使価額
においても、潜在株式数は10,000,000株であります。

⑤ 行使価額及び行使価額の

修正条件

第９回新株予約権

・当初行使価額 210.9円
・行使価額修正条項
割当日の翌取引日に初回の修正がされ、以後１取引日が経過する
毎に修正されます。行使価額が修正される場合、行使価額は、直
前に行使価額が修正された日の翌取引日に当該第９回修正日の前
取引日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値
の95％に相当する額に修正されます。（ただし、下限は111円）
第10回新株予約権
・当初行使価額 199.8円
・行使価額修正条項
2025年９月４日以降、行使価額の修正を当社取締役会が決議した
場合は、行使価額は、当該取締役会の決議を行った日の翌取引日
に、決議日の直前取引日において取引所が発表する当社普通株式
の普通取引の終値の90％に相当する額に修正されます。（ただし、
下限は111円）

⑥ 割当先

第９回新株予約権：第三者割当の方法により、全ての第９回新株
予約権をEVO FUNDに割り当てております。
第10回新株予約権：第三者割当の方法により、全ての第10回新株
予約権をGファンドに割り当てております。

⑦ 権利行使期間 2025年３月４日から2028年３月３日
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(2)第三者割当による新株予約権の行使

当社が2025年３月３日に発行した第９回新株予約権（行使価額修正条項付）の

権利行使が行われております。新株予約権が行使され、2025年３月４日から2025

年４月17日までに発行した株式の概要は以下のとおりであります。

①行使された新株予約権の個数 3,600個

②発行した株式の種類及び株式数普通株式 360,000株

③資本金増加額 31百万円

④資本準備金増加額 31百万円

以上により、発行済株式総数は360,000株、資本金及び資本準備金はそれぞれ

31百万円増加し、2025年４月17日現在の発行済株式総数は15,957,638株、資本金

は131百万円、資本準備金は31百万円となっております。
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(3)固定資産の譲渡

当社は、2025年３月13日開催の当社取締役会において固定資産の譲渡を決議

し、2025年３月27日に売買契約を締結いたしました。

①譲渡の理由

経営資源の有効活用および財務体質の強化を図るため、以下の固定資産の譲

渡を決議いたしました。

②譲渡資産の内容

譲渡資産 土地(借地権)

所在地 横浜市西区南幸二丁目

譲渡前の使途 賃貸

③譲渡先

名称 大和ハウス工業株式会社 南関東支社

所在地 神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目６番１号

代表者役職・氏名 執行役員支社長 小島由光

当社との関係
当社と譲渡先の間には、資本関係、人的関係及び取
引関係はなく、当社の関連当事者にも該当しませ
ん。

④譲渡の日程

取締役会決議日 2025年３月13日

契約締結日 2025年３月27日

物件引渡日 2025年７月31日(予定)

⑤当該事象の損益に与える影響

2026年２月期において、売却益299百万円（見込）の特別利益及び違約金等

157百万円（見込）の特別損失を計上する見込みであります。

― 17 ―



16. その他の注記

(1)退職給付会計

1 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職給付制度について退職一時

金制度を採用しております。

2 確定給付制度

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,600百万円

勤務費用 78百万円

利息費用 8百万円

数理計算上の差異の発生額 △64百万円

退職給付の支払額 △177百万円

退職給付債務の期末残高 1,445百万円
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②退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付

引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 1,445百万円

未積立退職給付債務 1,445百万円

未認識数理計算上の差異 40百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,486百万円

退職給付引当金 1,486百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,486百万円

③退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 78百万円

利息費用 8百万円

数理計算上の差異の費用処理額 3百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 90百万円

④数理計算上の計算の基礎に関する事項

当事業年度における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.5％

3 確定拠出制度

該当事項はありません。
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(2) 減損損失に係る事項

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

用途 種類 場所 減損損失

店舗
建物、構築物、器具備品、リース資

産、長期前払費用
岐阜県他 119百万円

共用資産
車両運搬具、器具備品、リース資産、

ソフトウエア
東京都他 46百万円

当社は、店舗をグルーピングの最小単位としており、本部設備等を共用資産と

しております。

当事業年度において、継続的に営業損失を計上している資産グループにつきま

して帳簿価額を回収可能価額まで減額し、166百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。

その内訳は以下のとおりであります。

種類
金額

（百万円）

建物 98

構築物 3

車両運搬具 0

器具備品 10

リース資産 19

ソフトウエア 27

長期前払費用 6

合 計 166

なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に基づき算定した正味売却価

額と使用価値のいずれか高い価額によっております。また、使用価値は、将来キ

ャッシュ・フローがマイナスであるため割引計算は行っておりません。
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